
 

第１１回上越地域合併協議会次第 

 

 

日時：平成１６年６月１２日（土）  

午後２時から 

会場：清里スポーツセンター 

 

 

開会 

 

 

１ 監事の選出 

 

 

２ 協議 

（１）構成市町村の合併に関する協議として協議する事項について 

  ○ 各種事務事業の取扱い（その１２） 

 

 

（２）平成 15 年度上越地域合併協議会決算認定について 

 

 

３ 報告 

（１）小委員会の調査、審議等の経過及び結果について 

 

 

４ その他 

 

 

閉会 



平成１６年６月１２日 

 

 

 

 

構成市町村の合併に関する協議書 

 

 

      （15）各種事務事業の取扱い（その１２）     …… １ 

      

       

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上越地域合併協議会 

 

 

協議資料 
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協議事項 

（１５）    各種事務事業の取扱い（その１２） 

 

合併協定書記載文案 

 

別冊「事務事業一覧（その１２）」１ページの１件の事務事業については、

合併時から上越市の制度に統一する。 

別冊「事務事業一覧（その１２）」２ページの１件の事務事業については、

合併後、段階的に上越市の制度に統一する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決定日 平成  年  月  日 



 

 

○ 調整案の内容と件数 

 
 １ 第１１回上越地域合併協議会に調整案を提案する事務事業 
 

区  分 件 数 掲載ページ 

「合併時から上越市の制度に統一」するもの １件 １ 

 
 
そ
の
12 

「合併後、段階的に上越市の制度に統一」するもの １件 ２ 

計 ２件  

 
 ２ 全体構成 
 

区 分 件 数 
第９回協議会 

提案時との比較 

調整対象事務事業総数 ２，２０３件 － 

第 11 回上越地域合併協議会に調整案を提案する事務事業の数 
２件 

（０．１％）
 

第 11 回上越地域合併協議会までに調整案が提案された事務事業の累計数 
２，２０３件 
（１００．０％）

 

 
 
 

別 冊 



　　　

○　当初の調査時点から、すべての町村の意向が「合併時から上越市の制度に統一」だったもの

管理
№

事務事業
コード

161  税務分科会

489 200600

事務事業一覧（その１２）

「合併時から上越市の制度に統一」する事務事業

都市計画税納税義務者

事務事業名
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「合併後、段階的に上越市の制度に統一」する事務事業

管理№
事務事業
コード

事務事業名

161  税務分科会

490 200700 都市計画税税率
・大潟町、頸城村における都市計画区域の市街化区域への課税は5年間不均一課税とし
（税率:1年目～3年目0.04％、4年目0.08％、5年目0.12％）、6年目から上越市に統一す
る。

説　明
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１

2-16 個人市町村民税税率 その６ P１ 200900 個人市町村民税税率 全市町村

2-18 法人市町村民税税率 その６ P１ 200800 法人市町村民税税率 全市町村

2-45 生きがい対策事業 115800 公衆浴場無料入浴助成事業 上越市のみ

115900 シニアパスポート事業 上越市のみ

Ｐ２ 117720 地区敬老会委託事業 2市町

Ｐ１ 117730 100歳祝賀事業 10市町村

110600 敬老会 13市町村

117740 高齢者記念品贈呈事業 13市町村

2-46 一人暮らし対策 111300 男性のいきいき生活塾 4市町村

114500 グループハウス管理運営事業 上越市のみ

114900 老人福祉電話事業 2市村

116400 のびやかデイサービス（直営：中ノ俣、桑取） 上越市のみ

116500 シルバーハウジング生活援助員派遣事業 上越市のみ

116800 おはようコール事業 4市町

114600 ボランティア利用助成事業「美助っ人さん」 5市町村

115100 要援護世帯除雪費助成事業 13市町村

116300 のびやかデイサービス（委託分） 9市町村

116200 上越市ぬくもりサロン事業 11市町村

116700 転倒予防事業（高齢者） 10市町村

その８ P１ 117700 ふれあいランチサービス運営 全市町村

2-47 寝たきり・痴呆対策 114100 高齢者住宅整備資金貸付事業 2市町

114800 訪問理美容サービス 5市町村

その２ Ｐ１ 117000 在宅介護支援センター運営事業 全市町村

その３ Ｐ１ 115000 寝具丸洗いサービス乾燥サービス事業 11市町村

114300 紙おむつ助成事業 全市町村

114400 在宅介護手当給付事業 10市町村

2-48 高齢者福祉各種補助・助成事業 112300 高齢者向け住宅リフォーム補助事業 全市町村

112400 高齢者手すり設置助成事業 上越市のみ

113000 ゲートボール場整備費補助金交付 上越市のみ

その２ Ｐ１ 114200 日常生活用具助成事業(高齢者） 13市町村

113100 老人クラブ補助金交付 全市町村

117710 シルバー人材センター補助金交付事業 6市町村

2-50 健康相談、健康教育 102100 歯と歯ぐきの健康相談会（成人分野） 7市町村

102300 地区活動健康講座 全市町村

103300 未成年者の喫煙防止事業 3市村

103600 一般相談、訪問業務 全市町村

110160 痴呆予防事業 2市町

その２ Ｐ１ 102400 個別健康教育（糖尿病） 10市町村

その10 P１ 108700 基本健診受診者のための結果説明会事業 全市町村

2-51 保健関係訪問指導 102100 歯と歯ぐきの健康相談会（成人分野） 7市町村

102300 地区活動健康講座 全市町村

103500 難病患者居宅生活支援事業 9市町村

2-54 保健師活動 102100 歯と歯ぐきの健康相談会（成人分野） 7市町村

103600 一般相談、訪問業務 全市町村

2-55 栄養指導事業 102300 地区活動健康講座 全市町村

103600 一般相談、訪問業務 全市町村

その２ Ｐ２ 110000 個別健康相談事業健診結果ハイリスク者相談事業 12市町村

その３ Ｐ２ 107700 糖尿病予防教室 12市町村

2-56 精神保健事業 108300 精神保健促進事業精神障害者ケアマネジメント 12市町村

108500 精神保健促進事業精神障害者当事者の会(南交流会） 2市町

2-58 保健関係組織育成 その１ Ｐ７ 102600 健康づくり活動チーム研修会 5市村

2-66 母子保健事業 102600 健康づくり活動チーム研修会 5市村

103000 妊婦の喫煙防止活動 6市町村

117910 妊婦健診 全市町村

117920 妊産婦医療費助成事業 上越市のみ

Ｐ７ 123500 妊産婦新生児訪問指導事業 全市町村

Ｐ２ 123800 フッ素塗布事業 全市町村

Ｐ１ 123900 乳幼児健診事業 全市町村

その３ Ｐ１ 124000 予防接種事業 全市町村

その10 P１ 122000 乳幼児医療費助成事業 全市町村

その10 P１

Ｐ４

Ｐ２

Ｐ７

P３

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

Ｐ７

Ｐ７

Ｐ７

Ｐ６

その１

その３

その１

Ｐ７

その１

その１

Ｐ２

Ｐ６

Ｐ６

Ｐ７

準備会における調整方針と異なる調整案となったもの（平成１６年６月１２日現在）

事務事業名 実施状況

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

　以下の事務事業は、上越地域法定合併協議会準備会でお示しした「住民生活に密接に関連する事務事業の調整方針２３８項目」（以下、「２３８項
目」という。）の調整方針と異なる調整案となったものです。このうち、白地部分が、第１１回協議会に提案する「各種事務事業の取扱い（その１
２）」２件に含まれる事務事業です。

事務事業
コ　ー　ド

ﾍﾟｰｼﾞ 項目名№

「２３８項目」において「段階的に上越市の制度に調整（統一）する」とされていた事務事業で、今回、「合併時から上越市の制度に統一」す
ることを提案するもの

Ｐ６

その２

その１

Ｐ１

資料ページ

その１

その２

その３ Ｐ２

Ｐ６

その３

その１

その２

その１

その１

その１
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2-95 商業各種補助制度 64800 ＴＭＯ調査研究事業補助金 上越市のみ

64900 イベント支援事業補助金 上越市のみ

65100 テナントミックス推進事業補助金 上越市のみ

65200 なおえつ茶屋活用事業補助金 上越市のみ

65500 上越卸商連盟事業補助金 上越市のみ

65600 中心市街地創業者支援モデル事業補助金 上越市のみ

70540 中心商店街創業者独立支援モデル事業補助金 上越市のみ

その３ Ｐ１ 65000 たばこ販売事業補助金 6市町村

64500 中小企業振興対策費補助金 上越市のみ

65400 商店街等活性化支援事業 上越市のみ

2-107 農業構造の改善事業 77500 農村資源活用農業構造改善事業 上越市のみ

77600 農業農村活性化農業構造改善事業 上越市のみ

2-108 稲作振興・生産調整関係事業 その１ Ｐ５ 82000 米穀流通消費改善対策事業 全市町村

76900 稲作振興事業（経営構造対策事業補助金・農業生産総合対策事業補助金） 9市町村

77000 経営構造対策事業 8市町村

81900 水田農業経営確立対策推進事業 全市町村

2-109 園芸振興事業 76100 園芸産地整備事業（園芸機器、施設整備事業） 2市町

76300 野菜価格安定対策事業 上越市のみ

76500 園芸生産拡大対策事業（園芸産地活性化支援事業） 上越市のみ

76600 園芸生産拡大対策事業（学校給食用野菜産地育成事業） 上越市のみ

76700 園芸生産拡大対策事業（花き生産拡大事業） 上越市のみ

76000 施設園芸産地育成補助事業 7市町村

76200 園芸産地特産化事業（ベンチャー作物支援事業） 3市町

76800 園芸生産拡大対策事業（果樹生産拡大事業） 2市町

2-110 畜産振興事業 77200 畜産振興事業（補助金） 6市町村

77300 中ノ俣牧場関係事業 上越市のみ

82700 高齢者等肉牛飼育モデル事業 2市町

その３ Ｐ１ 77100 畜産振興事業（負担金） 13市町村

2-111 中山間地域振興事業 77400 中山間地域等活性化対策事業 11市町村

77500 農村資源活用農業構造改善事業 上越市のみ

77600 農業農村活性化農業構造改善事業 上越市のみ

2-121 道路の維持管理 49800 施設管理運営（道路維持） 全市町村

49900 その他（道路修繕工事） 全市町村

Ｐ１ 50400 市道占用許可･協議、道路工事承認業務 全市町村

2-122 私道整備事業 その２ Ｐ２ 48200 私道整備事業補助金 5市町村

2-136 私立高等学校就学費補助制度 その３ Ｐ２ 136900 私立高等学校学費助成補助金 11市町村

2-139 小学校関係各種助成制度 144100 入学支度金支給事業（小・中学校） 上越市のみ

144300 環境教育推進事業 3市町村

146800 英会話クラブ外部講師派遣事業 上越市のみ

146900 外国人児童生徒支援謝礼 2市町

145900 要保護及び準要保護児童生徒援助費(小・中学校) 全市町村

146100 特殊教育就学奨励費（小・中学校） 全市町村

その４ Ｐ１ 202700 施設利用学習（小・中学校） 全市町村

2-140 中学校関係各種助成制度 144100 入学支度金支給事業（小・中学校） 上越市のみ

144300 環境教育推進事業 3市町村

146800 英会話クラブ外部講師派遣事業 上越市のみ

146900 外国人児童生徒支援謝礼 2市町

145900 要保護及び準要保護児童生徒援助費(小・中学校) 全市町村

146100 特殊教育就学奨励費（小・中学校） 全市町村

その４ Ｐ１ 202700 施設利用学習（小・中学校） 全市町村

2-142 青少年関係各種助成制度 Ｐ１ 140610 PTAウィークエンドこども体験活動事業交付金 上越市のみ

Ｐ２ 153900 青少年健全育成協議会連合会 10市町村

2-144 文化・スポーツ関係各種助成制度 その２ Ｐ２ 140200 文化・スポーツ振興基金 上越市のみ

その３ Ｐ１ 141910 上越市レクリエーション協会補助金 上越市のみ

141700 社会教育関係団体の認定 10市町村

202100 地域スポーツクラブ育成事業 上越市のみ

202200 地域ジュニア競技スポーツクラブ育成事業 3市町

2-149 地域づくり、まちづくり支援事業 その２ Ｐ１ 30200 地域別まちづくり実践事業 5市町村

その８ P１ 30100 地域別まちづくり計画支援事業 5市町村

2-156 都市計画税納税義務者 その12 P１ 200600 都市計画税納税義務者 上越市のみ

2-158 ガス料金 その４ Ｐ１ 203700 ガス料金 4市町村

2-161 ガス工事負担金 その１ Ｐ９ 178700 宅地造成工事に係る工事負担金の算定 4市町村

その８ P１

Ｐ５

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

ﾍﾟｰｼﾞ

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

Ｐ２

Ｐ４

Ｐ５

Ｐ８

Ｐ１

Ｐ８

Ｐ２

Ｐ２

Ｐ５

Ｐ５

Ｐ５

№ 項目名
事務事業
コ　ー　ド

事務事業名 実施状況

その１

その１

その１

資料ページ

その３

その１

その２

その１

Ｐ１

Ｐ１

Ｐ６

Ｐ７

その３

その３

その４

その１

その２

その１

その２
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２

Ｐ６ 2-147 国際交流関係各種助成制度 その２ Ｐ３ 41700 上越国際交流協会運営費補助 4市町村

３

Ｐ２ 1-49
国、県、市町村の指定文化財の取扱
い

その２ Ｐ２ 141900 文化財指定 全市町村

４

3-4 国民健康保険給付内容 125500 一般・退職被保険者療養給付 全市町村

125700 一般・退職被保険者高額療養費 全市町村

125900 一般・退職被保険者食事療養負担額減額認定 全市町村

126100 一般・退職被保険者療養費給付 全市町村

126300 保険給付事業（出産育児一時金） 全市町村

126400 保険給付事業（葬祭費） 全市町村

3-1 入湯税課税免除 その４ Ｐ１ 200100 入湯税課税免除 １1市町村

５

Ｐ８ 3-6 市町村道認定基準 その３ Ｐ２ 50000 市道の認定・廃止・変更業務 全市町村

６

2-139 小学校関係各種助成制度 144500 遠征費交付金（小・中学校） 全市町村

146400 通学援助費（小・中学校） 全市町村

2-140 中学校関係各種助成制度 144500 遠征費交付金（小・中学校） 全市町村

146400 通学援助費（小・中学校） 全市町村

７

P４ 2-73 ごみ集積施設設置費補助 その５ Ｐ１ 91600 ごみ集積施設設置費補助金 9市町村

８

P４ 2-70 ごみ処理の有料化（指定袋等） その10 P３ 202900 ごみ収集有料化事業 10市町村

ﾍﾟｰｼﾞ № 項目名 資料ページ

「２３８項目」において「合併時から清里村の制度に調整（統一）する」とされていた事務事業で、今回、「合併時から上越市の制度に統一」
することを提案するもの

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

資料ページ

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

ﾍﾟｰｼﾞ

実施状況

事務事業
コ　ー　ド

資料ページ

実施状況

その４ Ｐ３

事務事業
コ　ー　ド

実施状況事務事業名資料ページ

事務事業
コ　ー　ド

事務事業名

「２３８項目」において「合併後、新市に引き継がれるため調整の必要なし」とされていた事務事業で、今回、「合併時から上越市の制度に統
一」することを提案するもの

事務事業名
事務事業
コ　ー　ド

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

№ﾍﾟｰｼﾞ 項目名

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

Ｐ３

「２３８項目」において「段階的に上越市の制度に調整（統一）する」とされていた事務事業で、今回、「合併後、段階的に新制度、新基準を
適用」することを提案するもの

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

ﾍﾟｰｼﾞ № 項目名

Ｐ６

その４

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

「２３８項目」において「上越市の制度に統一したうえで、地域の実情を加味した新基準を追加する（合併時から）」とされていた事務事業
で、今回、「合併時から上越市の制度に統一」することを提案するもの

その１

資料ページ

「２３８項目」において「新制度を創設し合併時から適用する」とされていた事務事業で、今回、「合併時から上越市の制度に統一」すること
を提案するもの

Ｐ７

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

事務事業名 実施状況№ 項目名

実施状況

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

ﾍﾟｰｼﾞ № 項目名
事務事業
コ　ー　ド

Ｐ８

事務事業名

実施状況事務事業名
事務事業
コ　ー　ド

「２３８項目」において「合併時から上越市の制度に調整（統一）する」とされていた事務事業で、今回、「合併後、段階的に上越市の制度に
統一」することを提案するもの

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

ﾍﾟｰｼﾞ № 資料ページ項目名

「２３８項目」において「合併時から上越市の制度に調整（統一）する」とされていた事務事業で、今回、「合併後、段階的に新制度、新基準
を適用」することを提案するもの

「住民生活に密接に関連する
事務事業の調整方針２３８項目」

準備会における調整方針と異なる調整案となった事務事業

ﾍﾟｰｼﾞ № 項目名 資料ページ
事務事業
コ　ー　ド

事務事業名 実施状況

5



平成15年度　上越地域合併協議会歳入歳出決算書

　　歳入済額 ３６，８１７，０６１ 円

　　歳出済額 ２０，６５１，７４５ 円

　　差引残額 １６，１６５，３１６ 円 （次年度へ繰越）

歳　入 （単位：円）

項 当初予算額 補正予算額
予算現額

(Ａ)
収入済額

(Ｂ)
比較

(Ｂ)－(Ａ)

市町村負担金（負担割合）

　上越市　 … 17,180,064 ( 46.66% )

　安塚町　 … 1,243,019 ( 3.38% )

　浦川原村 … 1,300,068 ( 3.53% )

　大島村　 … 1,090,604 ( 2.96% )

　牧村　　 … 1,152,762 ( 3.13% )

　柿崎町　 … 2,262,728 ( 6.15% )

　大潟町　 … 2,110,070 ( 5.73% )

　頸城村　 … 1,949,140 ( 5.29% )

　吉川町　 … 1,459,903 ( 3.97% )

　中郷村　 … 1,428,641 ( 3.88% )

　板倉町　 … 1,705,373 ( 4.63% )

　清里村　 … 1,180,252 ( 3.21% )

　三和村　 … 1,553,323 ( 4.22% )

　名立町　 … 1,201,053 ( 3.26% )

繰越金 0 0 0 0

諸収入 1,000 1,000 61 △ 939

歳入合計 36,818,000 0 36,818,000 36,817,061 △ 939

歳　出 （単位：円）

項 当初予算額 補正予算額
予備費支出
流用増減

予算現額
(Ａ)

支出済額
(Ｂ)

比較
(Ａ)－(Ｂ)

共済費 97,000 0 97,000 15,052 81,948

賃金 700,000 0 700,000 415,758 284,242

報償費 8,900,000 0 8,900,000 4,863,700 4,036,300

旅費 3,892,000 0 3,892,000 400,320 3,491,680

消耗品費 137,000 205,000 342,000 334,061 7,939

食糧費 192,000 0 192,000 63,738 128,262

印刷製本費 9,368,000 0 9,368,000 5,307,948 4,060,052

通信運搬費 957,000 0 957,000 204,382 752,618

委託料 5,114,000 639,000 5,753,000 3,967,950 1,785,050

手数料 45,000 0 45,000 32,970 12,030

使用料及び
借上料

4,553,000 ▲ 844,000 3,709,000 2,622,736 1,086,264

負担金､補助
及び交付金

2,363,000 0 2,363,000 2,362,500 500

保険料 0 61,000 61,000 60,630 370

予備費 500,000 ▲ 61,000 439,000 0 439,000

歳出合計 36,818,000 0 0 36,818,000 20,651,745 16,166,255

市町村
負担金

36,817,000 36,817,000 36,817,000 0

主な収入内訳

主な支出内訳

預金利息

臨時職員雇用保険料等

協議会及び小委員会委員謝礼
説明者謝礼
　（第4回自治基本条例に関する小委員会）

臨時職員賃金

協議会委員傷害保険料

振込手数料・両替手数料

事務所看板設置委託料
協議会及び小委員会会議録原稿作成業務委託
協議会及び小委員会音響設備等設置・運営委託
都市情報マップ作成業務委託

事務所電話料
会議録テープ送付のための配達証明郵便料

協議会及び小委員会委員費用弁償
説明者費用弁償
　（第4回自治基本条例に関する小委員会）
協議会職員出張旅費

事務用消耗品等

協議会及び小委員会賄い

協議会だより印刷
記録写真現像・プリント代

事務所使用料
事務用備品借上料
観葉植物借上料
ホスティングサービス利用料
第7回協議会会場使用料

電算システム統合調査負担金





平成１６年６月１２日 
 
上越地域合併協議会 会長 木浦正幸 様 
 

議会の議員の定数及び任期の取扱いに関する小委員会 
 委員長 宮 腰 英 武 

 
 

小 委 員 会 調 査 審 議 報 告 書 
 
 
本小委員会が調査、審議を指定された事項について、上越地域合併協議会小委員会規程

第８条の規定により下記のとおり報告します。 
 
 

記 
 
 
 １ 調査、審議事項    議会の議員の定数及び任期の取扱いについて 
 
 ２ 調査、審議の経過    別紙小委員会資料及び小委員会会議録のとおり（省略） 
 
３ 調査、審議の結果    別紙のとおり 

 



 議会の議員の定数及び任期の取扱いに関する小委員会は、協

議会から示された下記の事項について審議を行った。 

 審議の結果について、以下のとおり報告を行う。 

 

 

 

○特例措置の採否について 

  （審議結果） 市町村の合併の特例に関する法律に規定す

る特例措置を採用する。 

 

○採用する特例措置について 

  （審議結果） 市町村の合併の特例に関する法律第６条第

２項及び第３項に規定する議会の議員の定数

に関する特例を採用する。 

 

○特例措置の期間について 

  （審議結果） 上越市の議会の議員の残任期間に相当する

期間及び合併後最初に行われる一般選挙によ

り選出される議会の議員の任期に相当する期

間とする。 

 

別 紙



平成１６年６月１２日 

 

 

 

 

構成市町村の合併に関する協議書 

 

 

（５）議会の議員の定数及び任期の取扱い     …… １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上越地域合併協議会 

 

 

協議資料 



 

1 

協議事項 

（５）    議会の議員の定数及び任期の取扱い 

 

 

 

合併協定書記載文案 

 

  議会の議員の定数については、市町村の合併の特例に関する法律（昭和

４０年法律第６号）第６条第２項及び第３項に規定する議会の議員の定数

に関する特例を適用することとする。 

  特例の期間における上越市の議会の議員の定数は４８人とし、編入され

る町村の区域ごとに選挙区を設け、議員の定数を柿崎町３人、大潟町、頸

城村及び板倉町各２人、安塚町、浦川原村、大島村、牧村、吉川町、中郷

村、清里村、三和村及び名立町各１人とする増員選挙を行うこととする。 

  特例の期間は、上越市の議会の議員の残任期間に相当する期間及び合併後

最初に行われる一般選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期

間とする。 

 

 

 

 

決定日 平成  年  月  日 



＜中間報告＞ 

新市建設計画の県との協議状況について（平成 16 年 6 月 4 日現在） 

 

１  新市建設計画本文について 

○  記述を追加する方向で県と協議中の本文（１か所） 

･･･ 上越地域振興局健康福祉環境部から追加するよう意見あり。 
 

・  ２７ページ  

「３ 健康と福祉の充実 

（１）だれもが安心して生活できる福祉の充実したまちをつくる」に追加 

 

 

 

 

 

 

 

※ 市町村地域福祉計画とは･･･地域福祉の推進のための方策として、社会福祉法に基づき、

地方自治体が主体的に策定することとなっている計画。 

 

２  新市建設計画登載事業について 

○ 県からの指摘により、追加する方向で協議中の事業（１事業） 

・ 地域福祉計画策定事業（市事業） 

 

○ 県からの指摘により、削除する方向で協議中の事業（２事業） 

・ 廃棄物処理施設整備事業（県事業） 

･･･ 第三セクターによる事業であり、事業主体が県ではないため削除すべきとの

指摘あり。 
 

・ 農地防災排水事業（県事業） 

･･･ 「農地防災排水事業」がなくなるため、「かんがい排水事業」として位置付け

るべきとの指摘あり。（なお、「かんがい排水事業」は登載済み。） 

 

≪参考≫ 

今後の予定 

・６月下旬    県との事前協議終了 

・６月末     第１２回協議会において県との事前協議結果を報告 

・７月中旬    県との正式協議終了後、第１３回協議会において新市建設計画を決定 

④ 市町村地域福祉計画の策定 

だれもが生涯を通じて健康で充実した生活を送ることのできる地域福

祉社会を実現するため、地域住民の参加のもと、市町村における福祉分野

の基本構想や基本計画を踏まえ、地域福祉の理念や方針を明らかにするた

め「市町村地域福祉計画」を策定し、住民が健やかに地域社会の中で暮ら

すことができる生活基盤の整備を図ります。 

参考資料 



＜中間報告＞

≪歳 入（合併後10年間の合計）≫ （単位：百万円）

項　　目 変 更 前 変 更 後 増 減 額

 1.地方税 249,731 250,170 439

市町村民税個人均等割を 3,000円／人で再計算し
たことによる市町村民税の増額及び事務事業調整
結果に係る不均一課税の影響額を反映。

 8.地方交付税 245,407 245,413 6 ○地方税の増額に伴う変更            （ △526 ）

上記「1.地方税」の増額（基準財政収入額の増）
に伴う普通交付税の減額。

合併特例債起債予定額については、現在約390億
円で県と調整中。（当初約360億円）

(※なお､合併特例債は､より有利な起債への振替
措置として活用しているため「20.地方債」の増
減はない。)

30,502 6,383 △24,119 ○広域行政組合予算｢分担金及び負担金｣の計上を訂正

各市町村が支出した広域行政組合への負担金を、
新市としての歳入に重複して計上していたため、
当該額を控除。

18.繰入金 5,893 6,369 476 ○各年度の収支を調整

歳 入 合 計 976,823 953,626 △23,197

≪歳 出（合併後10年間の合計）≫

項　　目 変 更 前 変 更 後 増 減 額

 1.人件費 172,599 172,082 △517 ○広域行政組合分の人件費の抑制

広域行政組合分の人件費を、普通会計と同様に、
退職者の補充を抑制することによる職員の削減を
見込み減額。

 3.維持補修費 20,443 21,943 1,500 ○広域行政組合の施設、設備に係る維持補修費の計上

 5.補助費等 101,225 77,106 △24,119 ○広域行政組合への負担金の計上を訂正

各市町村が｢補助費等｣として支出していた広域行
政組合への負担金を、そのまま新市としての歳出
に計上していたため、当該額を控除。
なお、広域行政組合が支出していた人件費、物件
費、公債費等については、それぞれの費目に計上
済み。

 7.積立金 5,359 5,298 △61 ○各年度の収支を調整

歳 出 合 計 976,823 953,626 △23,197

財政計画の変更について（平成16年6月4日現在）

10.分担金及び
   負担金

変  更  理  由

変  更  理  由

○合併特例債起債予定額の増額に伴う交付税算入額
  の修正                            （   532 )

○地方税制の改正及び事務事業の調整に伴う影響額
  を反映




